	敷物製造業


26年４月の消費税増税の影響による需要減少、その後、26年後半に入っても需要回復が思わしくないとする業者が多い。27年４月には電気料金値上げが見込まれることに加え、サイズが大きく、重量の重い敷物の取扱いを断る運送業者が増加しており、運送業者の手配難や運送コストの上昇が懸念され、厳しい状況が続くとみられる。
業界概要　
敷物（じゅうたん・その他繊維製床敷物）は、織る、織らない等の製造方法によって分類される。

織らない方法で生産されるカーペットとしては、タフテッドカーペットやニードルパンチカーペットが挙げられる。タフテッドカーペットは、生産量が最も多く、タフティングマシーンを用いて基布にパイル糸を刺繍し、裏を接着剤で固定して、別の基布を貼りつけて製造するもので、大量生産に適していることから製造コストを低くすることが可能である。
また、タフテッドカーペット等を方形に裁断して製造したタイルカーペットは、オフィス等の床材として用いられている。タフテッドカーペットやタイルカーペットは、主に業務用に利用され、主な需要先はゼネコンや工事業者である。

ニードルパンチカーペットは綿等を延べて積層し、針で突き刺してフェルト上に絡み合わせて作る圧縮カーペットの一種で、主な需要先は自動車製造業者である。
織カーペットは、手織りと機械織りに分類できる。前者はだん通とも呼ばれ、中国だん通やペルシャ、トルコじゅうたんなどが有名である。後者の代表的な生産品は、ウィルトンカーペットであり、弾力性があり、通気性も良く、変化に富んだ柄を出せるという特徴があり、高級品として用いられる。織カーペットは、主に民生用で、一般消費者が主な需要先である。
大阪の地位　
大阪における敷物生産は、江戸時代末期に始まり、明治中期には堺だん通として全国的に有名になった。戦後は、チューブマットやウィルトンカーペット、タフテッドカーペットに主力が移り、輸出も盛んとなり、全国一の産地として隆盛を極めた。

経済産業省『平成24年　工業統計表（産業細分類別統計表）』（従業者数４人以上の事業所））によると、敷物類の産出事業所数は全国で178事業所ある。その内、大阪府内には92事業所あり、全国に占めるシェアは51.7％である。また、敷物類の出荷額は全国で1,363億円。その内、大阪府の出荷額は385億円で、全国に占めるシェアは28.2％となっている。
敷物類全体では、事業所数、出荷額とも大阪府のシェアは全国で第一位であるが、シェア自体は低下傾向にあった。ただ、18年（事業所数51.3％、出荷額26.6％）を底にシェアはやや回復している。

品目別にみると、全国の出荷額は、じゅうたん・だん通が19億円、タフテッドカーペットが616億円、その他の繊維製床敷物・同類似品が638億円となっている。比較的高級品で、民生用が主な市場であるじゅうたん・だん通の出荷額は敷物類全体の1.7％と小さく、業務用を主な市場とするタフテッドカーペットが48.3％、その他の繊維製床敷物・同類似品が50.0％と大部分を占めている。
品目別の全国に占める大阪府のシェアは、じゅうたん・だん通が88.0％、タフテッドカーペットが45.4％、その他の繊維製床敷物・同類似品が5.7％である（経済産業省『平成24年　工業統計表（品目編）』（従業者数４人以上の事業所））。
その他の繊維製床敷物・同類似品は、じゅうたん・だん通とタフテッドカーペットを除く、フェルトマット、やしマット等であり、シェア第一位が愛知県であることからわかるとおり製造業用途が主であり、そのため、敷物類を必要とする製造業者等の少ない大阪府のシェアが小さくなっているものと考えられる。
府内での立地は、堺市、和泉市、岸和田市に集中している。敷物全般の企業規模としては、10人程度が多いが、傾向として、タフテッドカーペット、タイルカーペットは比較的規模の大きな業者が多く、じゅうたん・だん通については中小規模の業者が多い。
販売については、規模の大きな業者は関連企業である販社経由で販売するケースが多く、中小規模の業者は、卸売業への販売や規模の大きな同業メーカーのＯＥＭ生産が多い。
　消費税増税による需要減少の後、低迷が続く　
21年には前年に発生した「リーマンショック」により、出荷数量、販売金額は前年比それぞれ19.8％減、19.7％減と大幅に減少し、その後もマイナスが続き、24年に4.1％増、9.2％増と増加に転じたものの、25年は、2.5％減、1.6％増と出荷数量は減少、販売金額は増加となった（経済産業省『生産動態統計』）。24、25年と連続して販売金額が増加したのは、材料費上昇分の販売価格への一部転嫁によるものと推定される。
26年に入り、１～３月には、４月の消費税増税前の駆込み需要があったとする業者がある一方、目立った増加はなかったとする業者もある。ただ、４月以降の需要については減少し、26年後半に入ってもほとんど回復していないとする業者が多く、低迷が続いている。
　設備投資に一部内製化を進める動き　

設備投資に関しては、積極的に生産能力増強を行っている業者はほとんどなく、老朽化した設備の更新が主である。ただ、一部では、外注先業者の減少が続いており、その対応として内製化を進めるため、設備投資を行うとする業者も現れている。

また、雇用面では、退職者の再雇用や定年延長等が進んでいる。正規従業員の採用を行う業者は少ないものの、技術伝承のために若い年齢層の従業員雇用に取り組んでいる業者もある。
輸入量は微減　
26年10月段階における敷物類の輸入量は、円安の進行により、前年同期比2.8％減、輸入額は同4.9％増となっている（財務省『貿易統計』速報値）。
円安にも関わらず、輸入量は大きくは減少しておらず、民生用のバスマット等の安価な製品については、依然として競合する一部の国内業者の経営を圧迫している。
収益環境は厳しい
コスト面では、原油価格の上昇や円安の進行により、塩化ビニル樹脂等の材料価格が上昇していた。26年後半の原油価格の低下により、一部の材料価格が低下しつつあるものの、染色業者等、外注先業者の減少による外注費増加や、27年４月の電気料金値上げ等で相殺され、コスト低減は限定的なものと考えられる。
その一方で、民生用の一般消費者向け製品においては同業者間の価格競争に加え、代替材である他の床材との競合が厳しい。

また、サイズが大きく、重量の重い敷物の取扱いを断る運送業者が増加している。特にチャーター便とする程の需要量のまとまらない地方都市への運送業者の手配難や運送コストの上昇が問題化しつつある。

業務用のゼネコンや工事業者、製造業者等向け製品においてはゼネコン等の需要先の価格決定力が強いことから、コスト上昇分をすべて販売価格に転嫁することは困難で、民生用の製品、業務用の製品とも収益環境は厳しい。

デザイン性強化や対象市場拡大、海外市場開拓　

民生用については、円安が進行したものの今後も安価な製品については輸入の大幅な減少は見込めないと考えられ、対応策として、輸入製品の弱点といえるデザイン性強化が図られている。

また、業務用が主な需要先であるタフテッドカーペット等においても、同様に長方形のタイルカーペット等のデザイン性を重視した製品開発が見受けられる。

他には、ペットを飼っている住宅向けのカーペットや接着剤なしでも施工できるカーペット等、機能性を高めた製品開発や、リージョナルジェット（地域間輸送用小型旅客機）や室内テニスコート等、従来、カーペットがほとんど使用されていなかった市場の開拓により、需要拡大を図る業者も出てきている。

今後の見通し　
27年の見込みについては、消費税による駆込み需要があったとする業者においては、１～３月の対前年比減少を懸念しており、駆込み需要がなかったとする業者においても同様に弱気である。一方、一部の材料価格が低下しつつあるものの、運送業者の手配難や運送コストの上昇等に加え、電気料金値上げが見込まれており、収益環境の改善は期待しがたい状況である。

このような状況において、新製品や新規市場開発に取り組む業者とそうでない業者との業績格差が拡大していくものと考えられる。
（木村　和彦）
